
施策評価シート

１　施策基本情報

基本政策間連携

3

指標の説明（単位）

１日の平均利用者数（人）

計画策定時
2022年度目標値

3

2

1

2

40.00

計画策定時 2022年度目標値

詳
細

1
40.00

名
称

指標の説明（単位）

主管課

2027年度目標値

開催数（回）

主管課

2027年度目標値

学校教育課

地域に開かれた学校、地域の風土や特色を生かした教育を推進するためには、年代を超えた地域住民との交流やともに支え合
う学校運営が必要です。ＰＴＡだけにとどまらず、広く地域住民の協力を得ながら、子どもたちとの交流をはじめ、学校運営にも関
わることで、学校を中核とした地域づくりを進めます。

子育てに関する人の仕組みづくり こども課

地域で子どもを支えるために、様々な団体や個人が活動しています。その内容情報が対象者の手元に届かない、来てほしいと願う対象者が参加し
てくれない等の対象者に対する問題と、行事を主催する側の、人手や物資の不足、情報伝達方法の苦慮等、主催者側の問題とがあります。現在活
動している個人や団体の活動内容を把握し、人と人、情報と人とをつなぎ、例えばボランティアをお願いしたい人、ボランティアを行いたい人がお互い
享受できるよう人材バンクのような仕組みづくりを進めます。

基本政策間連携

指標の説明（単位）
2022年度目標値
2027年度目標値

40.00

17.00

36.00
地区こども館１０館の平均利用者数の
増

名
称
魅力あるコミュニティスクールの実施

40.00

施
策
の
柱
2

施策等名称 地域で支える子育て応援の充実
体系番号 0201010108
主管課 こども課

①

現状と課題

行政と市民とが地域における子育てを共に支える協働の仕組みづくりに十分でない部分がありました。地域の子どもを地
域で育てるために、住民同士のゆるやかなつながりをつくるシステムが必要です。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

地域の子どもは地域で育てるという願いから、地域がもつ力に大きな期待を寄せています。子育てに関する団体、個人等
をネットワークでつなげ、地域全体で子どもを育てる意識をより高め、みんなが集える居場所を核とした地域と行政の協働
による子育ての実践を推進します。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

39.00

指標名称

学校運営委員会の開催回数
39.00

開催数（回）

１日の平均利用者数（人）

まちづくりの目標指標

施
策
の
柱
1

詳
細

まちづくりの目標指標

2

39.00

39.00
17.001

3

36.00

6

5

1

地区コミュニティ運営協
議会支援事業

実施

2 地区こども館運営事業 実施

実施

2

コミュニティスクール促進
事業

4

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

4

名
称

区分

学校運営委員会の開
催回数

地区こども館１０館の
平均利用者数の増

6

施
策
の
体
系

施
策
の
柱
3

まちづくりの目標指標

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）

3

柱を構成する主要事務事業

主管課

詳
細

基本政策間連携

3

どんぐりネットワーク茅野
活動支援事業

実施

5

4

6

柱を構成する主要事務事業 区分

1

5

2



２　指標等の推移と変動要因

2022年度

情報だより等の発行や地区こども館で行事を開催することによって、利用者の増加、またボランティア協力者の増加につながった。

情報だより等の発行や地区こども館で行事を開催することによって、利用者の増加、またボランティア協力者の増加につながった。

2023年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

柱2
地区こども館１０館の平均利用者数の増

36.00 38.00 42.00 16.00 13.90 13.10

1 40.00 34.75

143.591

柱1
学校運営委員会の開催回数

17.00 13.00 13.00

施策
地区こども館１０館の平均利用者数の増

36.00 38.00 42.00

2

1

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

151.28

20.50

51.25

56.00

143.59

施策
学校運営委員会の開催回数

17.00 13.00 13.00

施策等名称

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

0201010108
主管課

体系番号
地域で支える子育て応援の充実

2023年度

33.33 146.15

56.00

20.50

51.25

委員会は各校実施することができた。

40.00 95.00 105.00 40.00 34.75 32.75

33.33 146.15 151.2833.33

59.00

40.00 95.00 105.00 32.75

2020年度

2021年度

2022年度

39.00 33.33

こども課

全小学校に茅野市型コミュニティスクールを立ち上げることができ、学校運営委員会も開催できるようになった。

茅野市型コミュニティスクールとして全校で取り組みを進めることができた。

新型コロナウイルスの影響により、交流活動は制限されたが、委員会は各校実施することができた。

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、委員会は各校実施することができた。

委員会は各校実施することができた。

情報だより等の発行や地区こども館で行事を開催することによって、利用者の増加、またボランティア協力者の増加につながった。

情報だより等の発行や地区こども館で行事を開催することによって、利用者の増加、またボランティア協力者の増加につながった。

新型コロナウイルスの影響による臨時休館及び再開後の人数制限等による。

実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

13.00 57.00 59.00

16.00 13.90 13.10

39.00 33.33 33.33

変
動
要
因
等

新型コロナウイルスの影響による臨時休館及び再開後の人数制限等による。

新型コロナウイルスの影響による臨時休館及び再開後の人数制限等による。

新型コロナウイルスの影響による臨時休館及び再開後の人数制限等による。

コロナ禍を経て、徐々に利用者が増加しているものの、長期の臨時休館等をおこなっていた影響が残っている。

2023年度 委員会は各校実施することができた。

変
動
要
因
等

2023年度 コロナ禍を経て、徐々に利用者が増加しているものの、長期の臨時休館等をおこなっていた影響が残っている。

変
動
要
因
等

2023年度 委員会は各校実施することができた。

変
動
要
因
等

新型コロナウイルスの影響による臨時休館及び再開後の人数制限等による。

新型コロナウイルスの影響による臨時休館及び再開後の人数制限等による。

全小学校に茅野市型コミュニティスクールを立ち上げることができ、学校運営委員会も開催できるようになった。

茅野市型コミュニティスクールとして全校で取り組みを進めることができた。

新型コロナウイルスの影響により、交流活動は制限されたが、委員会は各校実施することができた。

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら、委員会は各校実施することができた。

13.00 57.00

2018年度

2019年度



2021年5月28日 2022年5月31日 2023年10月19日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

宮下　孝 宮下　孝 宮下　孝 宮下　孝 小平　剛史

有賀　淳一 有賀　淳一 有賀　淳一 五味　留美子 五味　正

2019年5月31日 2020年7月10日

重点
事務事業

1

地域と共にある学校づく
りを目指すために、引き
続き全小中学校に活動
費を配分し活動を支援し
ていく。（学校運営委員
会の委員は無報酬）
また、安全に活動いただ
くためにボランティア保
険分も支援する。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

各小中学校で地域の特
色を活かした活動をして
いくためには、学校運営
委員の報酬等の活動費
が必要となってくる。
地域と共にある学校づく
りを目指すために、全小
中学校に活動費を配分
できるようにしたい。

地域と共にある学校づく
りを目指すために、引き
続き全小中学校に活動
費を配分し活動を支援し
ていく。（学校運営委員
会の委員は無報酬）
また、安全に活動いただ
くためにボランティア保
険分も支援する。

コミュニティスクールの
取組を推進することで地
域の子育てネットワーク
を構築することが必要で
あるため。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

理　由

1 1 1

（R4・総括評価共通）国
県からの補助金や加配
教員の配置が見込まれ
ないため、市内の各学
校に茅野市型コミュニ
ティスクールを構築し、
事業に取り組んでいる。
また、地区こども館の運
営やどんぐりﾈｯﾄﾜｰｸ茅
野の取組を通じて、子育
てに関わる仕組みづくり
を行っている。

（R4・総括評価共通）国
からの補助金の活用も
含めて国型のコミュニ
ティスクールへの移行に
向けて検討を進めてい
る。

国県からの補助金や加
配教員の配置が見込ま
れないため、市内の各
学校に茅野市型コミュニ
ティスクールを構築し、
事業に取り組んでいる。
また、地区こども館の運
営やどんぐりﾈｯﾄﾜｰｸ茅
野の取組を通じて、子育
てに関わる仕組みづくり
を行っている。

コミュニティスクールの
取組を推進することで地
域の子育てネットワーク
を構築することが必要で
あるため。

コミュニティスクールの
取組を推進することで地
域の子育てネットワーク
を構築することが必要で
あるため。

コミュニティスクールの
取組を推進することで地
域の子育てネットワーク
を構築することが必要で
あるため。

地域と共にある学校づく
りを目指すために、引き
続き全小中学校に活動
費を配分し活動を支援し
ていく。

1

1

ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙについて
は、今後、市内小中学
校に置かれている「学校
評議員」との関係をどの
ようにしていくかが課題
である。

地域と共にある学校づく
りを目指すために、引き
続き全小中学校に活動
費を配分し活動を支援し
ていく。（学校運営委員
会の委員は無報酬）
また、安全に活動いただ
くためにボランティア保
険分も支援する。

1 1

コミュニティスクールの
取組を推進することで地
域の子育てネットワーク
を構築することが必要で
あるため。

1

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

国県からの補助金や加
配教員の配置が見込ま
れないため、市内の各
学校に茅野市型コミュニ
ティスクールを構築し、
事業に取り組んでいる。
また、地区こども館の運
営やどんぐりﾈｯﾄﾜｰｸ茅
野の取組を通じて、子育
てに関わる仕組みづくり
を行っている。

国県からの補助金や加
配教員の配置が見込ま
れないため、市内の各
学校に茅野市型コミュニ
ティスクールを構築し、
事業に取り組んでいる。
また、地区こども館の運
営やどんぐりﾈｯﾄﾜｰｸ茅
野の取組を通じて、子育
てに関わる仕組みづくり
を行っている。

国県からの補助金や加
配教員の配置が見込ま
れないため、市内の各
学校に茅野市型コミュニ
ティスクールを構築し、
事業に取り組んでいる。
また、地区こども館の運
営やどんぐりﾈｯﾄﾜｰｸ茅
野の取組を通じて、子育
てに関わる仕組みづくり
を行っている。

課
題

ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙについて
は、今後、市内小中学
校に置かれている「学校
評議員」との関係をどの
ようにしていくかが課題
である。

ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙについて
は、今後、市内小中学
校に置かれている「学校
評議員」との関係をどの
ようにしていくかが課題
である。

ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙについて
は、今後、市内小中学
校に置かれている「学校
評議員」との関係をどの
ようにしていくかが課題
である。

小平　剛史

五味　正

2024年7月5日

こども課

（単位：円）

2018年～2023年（総括）

304,000 0.01

304,000 0.01

どんぐりネットワーク茅
野負担金において、新
型コロナウイルス感染症
の影響により多くなって
いた繰越金を加味して、
前年度負担金支出を行
わなかったことによる
増。

おおむね順調

R5年度から国型のコミュニ
ティスクールに移行し、「地
域とともにある学校、地域を
つくる学校」をさらに充実さ
せ、学校運営や学校の課題
に対し、広く保護者や地域
住民が参画することで、組
織的継続的な体制で取り組
んでいる。
また、地区こども館の運営
やどんぐりﾈｯﾄﾜｰｸ茅野の
取組を通じて、子育てに関
わる仕組みづくりを行ってい
る。

1.11

1.11

前年度の新型コロナウ
イルスの影響による臨
時休館等による会計年
度任用職員の報酬の
増。

21,535,623

21,535,623

おおむね順調

2022年　（前年度比）

1

コミュニティスクールの
取組を推進することで地
域の子育てネットワーク
を構築することが必要で
あるため。

学校・保護者と地域住民
とが連携し、学校をより
よいものにするという学
校運営協議会の活動が
あまり知られていない。

おおむね順調

0201010108
主管課

体系番号
地域で支える子育て応援の充実

投資額

(2018年
～2023
年(総
括)につ
いては
2023年
の実績
を記載)

0.89

0.8923,554,179

23,293,378

23,293,378

0.99

0.99

20,830,804

20,830,804

19,478,915

19,478,915

地域学校協働活動推進
委員（地域と学校をつな
ぐｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）を活用す
るなどし、連携や活動の
周知を図る。

1

施策等名称

３　評価・改革改善

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比）

0.94

0.94

新型コロナウイルスの影
響による臨時休館等に
よる会計年度任用職員
の報酬の減。

23,554,179

重点化する
施策の柱

事業費(円)

うち一財(円)

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調


